
第一級陸上特殊無線技士国家試験解説©H.Kemanai kema@khz-net.co.jp 無断での商用利用を禁じます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解答】1 

容易な問題です。必ず覚えておく必要があります。 

  



第一級陸上特殊無線技士国家試験解説©H.Kemanai kema@khz-net.co.jp 無断での商用利用を禁じます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解答】3 

選択肢 3 と 4 で迷いそうですが、3 のように規定されています。  



第一級陸上特殊無線技士国家試験解説©H.Kemanai kema@khz-net.co.jp 無断での商用利用を禁じます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解答】4 

「単信方式」とは、相対する方向で送信が交互に行なわれる通信方式をいう。 

と規定されています。  



第一級陸上特殊無線技士国家試験解説©H.Kemanai kema@khz-net.co.jp 無断での商用利用を禁じます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解答】4 

必ず覚えておくべき内容です。「電波の質」に空中線電力の偏差は含まれません。また、「人体に危害」「物件に損

傷」はセットで覚えておきましょう。 

  



第一級陸上特殊無線技士国家試験解説©H.Kemanai kema@khz-net.co.jp 無断での商用利用を禁じます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解答】2 

C の「振動または衝撃」は直感的に分かるので、この時点で 2 択に絞ることができます。また、A・B について

は、選択肢 2 のように規定されています。  



第一級陸上特殊無線技士国家試験解説©H.Kemanai kema@khz-net.co.jp 無断での商用利用を禁じます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解答】2 

免許証は、再交付を行った時点で免許台帳が更新されるため、再交付を受けた免許証を返納ではなく、失った免

許証の方を返納します。 

  



第一級陸上特殊無線技士国家試験解説©H.Kemanai kema@khz-net.co.jp 無断での商用利用を禁じます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解答】1 

電波法 59 条は大変重要な条文です。必ず覚えておかねばなりません。 

  



第一級陸上特殊無線技士国家試験解説©H.Kemanai kema@khz-net.co.jp 無断での商用利用を禁じます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解答】3 

比較的容易な問題です。「周波数の偏差が許容値を超えていないかどうか」を確かめるのではなく、他の無線局に

混信を与えるなどして中止の要求が無いかを確かめなければなりません。  



第一級陸上特殊無線技士国家試験解説©H.Kemanai kema@khz-net.co.jp 無断での商用利用を禁じます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解答】2 

「臨時に電波の発射の停止を命ずる」「電波を試験的に発射させなければならない」は必ず覚えておく必要があ

ります。良く出題されます。  



第一級陸上特殊無線技士国家試験解説©H.Kemanai kema@khz-net.co.jp 無断での商用利用を禁じます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解答】4 

訓練の場合は報告を行う必要はありません。 

  



第一級陸上特殊無線技士国家試験解説©H.Kemanai kema@khz-net.co.jp 無断での商用利用を禁じます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解答】1 

「無線設備の操作の範囲を制限」ではなく、「その業務に従事することを停止」です。 

  



第一級陸上特殊無線技士国家試験解説©H.Kemanai kema@khz-net.co.jp 無断での商用利用を禁じます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解答】3 

返納は一か月で、遅滞なく空中線の撤去等を行うなど、電波の発射を防止するために必要な措置を行います。 


